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C-MAS 全国顧問
CB-TAG（介護経営総合研究所） 代表

株式会社タッグ 代表取締役

原田 匡

～これからの環境変化にどう対応するか～

激震！
2015年度介護保険法改正の

徹底解説
～これからの１０年を乗り越えるための経営戦略～
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第一部

2015年度介護保険法改正
解説
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2015年1月12日 日経新聞より
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２０１５年法改正の重要テーマ（１）

地域支援事業の
“イノベーション（革新）”
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※厚生労働省発表資料より

厚生労働省などの事業の「仕分け」を行っている行政刷新会議の第2ワーキンググループ（WG）は11月17
日、市町村が介護保険事業計画に基づいて実施する地域支援事業中の「介護予防事業」について、「予
算を縮減する」としたが、その金額については厚労省側の説明が不十分として「判定不能」と結論付けた。

介護予防事業は2006年度から開始。要介護認定で非該当と判定された高齢者のうち、要介護や要支援

になるおそれがある「特定高齢者」の生活機能の維持や向上のための事業を実施することなどを市町村
に義務付けており、市町村は介護保険事業計画の中で介護予防事業の計画を策定する。来年度予算の
概算要求には、200億8700万円が計上されている。

財務省側は介護予防事業について、▽実施主体の自治体から「効果はそれほどない」という意見がある
▽予防効果を実証できる十分な結論は得られていない▽予算の執行では、毎年度多くの不要額が出てい
る（昨年度当初予算258億円に対し、執行実績は171億円）―などと指摘。このため、▽執行実績に合わ

せて予算額を削減すべき▽将来の制度の在り方としては、補助事業としてではなく保険者（市町村）が自ら
地域の実情やニーズに合った事業を創意工夫により行うべき―などと主張した。

WGの評価者からは、介護予防事業によって圧縮できた介護給付費の具体的な金額をただす指摘あった

ほか、介護予防事業での改善効果のデータを示すべきとの意見が相次いだ。一方で厚労省側は、介護予
防に参加した特定高齢者のうち、改善した人の割合が全体の50％を超えたとの統計を紹介するなど、介
護予防事業の意義を強調した。

評価結果では、評価者8人のうち、「自治体や民間に移管する」が1人、「要求通り」が1人、「予算を縮減す
る」が6人だった。予算縮減とした6人のうち、5人が「その他」とし、うち3人が「説明不十分」と評価した。こ

れを受けて取りまとめ役の尾立源幸参院議員は、「介護予防事業は今後さらに重要になっていく大事な施
策という認識は、全員に共通している」と述べる一方、厚労省側の説明が不十分と指摘。「予算を縮減す
る」としたが、「具体的な見直し額は判定不能」との評価を下した。また、科学的根拠に基づく調査により、
事業の費用対効果を検証すべきとした。 （CBニュースより抜粋）

地域支援事業の“イノベーション” の予兆？
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※厚生労働省発表資料より
（新・介護保険法115条）

市町村は、被保険者の要介護状態等となることの予防又は要支援状態の軽減若しくは悪化の防止及び地
域における自立した日常生活の支援のための施策を総合的かつ一体的に行うため、厚生労働省令で定
める基準に従って、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うことができる。この場合においては、市町
村は、次に掲げる事業の全てにつき一括して行わなければならない。

一 居宅要支援被保険者に対して、介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスのうち市町村が定めるもの
（指定介護予防サービス若しくは特例介護予防サービス費に係る介護予防サービスまたは指定地域密着型介護予防
サービス若しくは特例地域密着型介護予防サービス費に係る地域密着型介護予防サービス（以下この号において
「特定指定介護予防サービス等」という。）を受けている居宅要支援被保険者については、当該特定指定介護予防
サービス等と同じ種類の介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスを除く。）を行う事業

二 被保険者（第一号被保険者及び要支援者である第二号被保険者に限る。）の地域における自立した日常生活の支援
のための事業であって、前項第一号に掲げる事業及び前号に掲げる事業と一体的に行われる場合に効果があると
認められるものとして厚生労働省令で定めるもの

三 居宅要支援被保険者（指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画費に係る介護予防支援を受けている者を
除く。）の要介護状態となることの予防又は要支援状態の軽減若しくは悪化の防止のため、その心身の状況、その
置かれている環境その他の状況に応じて、その選択に基づき、前二号に掲げる事業その他の適切な事業が包括的
かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行う事業

“イノベーション”具体的な第一歩（2012年度法改正）
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市町村介護予防強化推進事業（予防モデル事業）
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予防モデル事業の実施市区町村
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地域支援事業の枠組み変更（１）
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地域支援事業の枠組み変更（２）
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サービスの利用の流れ
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要支援者地域移行のステップと財政圧縮の方向性
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サービスの類型（１)
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サービスの類型（２）
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事業者目線で整理すると、、、、
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訪問介護（通所介護）

要介護者 要支援者 ＋
介護予防・生活
支援事業対象者
（二次予防？）

現行の訪問
（通所）介護

訪問（通所）型
サービスA
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2015年法改正以降 「みなし指定」の枠組み
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○ なお、事業者がみなし指定を希望しない場合は、事業者が施行日の前日までに、厚生労働省令で定めるところにより
別段の申出をしたときは、総合事業の指定をみなさないこととなっている。

○ みなし指定の有効期間については、第６期事業計画期間における経過措置として、原則平成27年４月から平成30年
３月末までの３年間とするが、市町村が平成27年４月までにその有効期間を定めた場合にはその定める期間とする予定
である。
※ みなしによる総合事業の指定については、平成27年４月１日に受けたものとみなされることから、みなし指定の有効
期間は、全国一律平成27年４月１日からとなる。

○ そのため、例えば介護予防・生活支援サービスの体制整備が充実している市町村においては、例えばみなし指定の
有効期間をあらかじめ２年と定めること等も可能である。

○ なお、予防給付から総合事業への移行期間中である平成27年度から平成29年度までの間にあっては、予防給付（指

定介護予防サービス事業者の指定）による指定の効力も残るため、みなし指定について「別段の申出」しない事業者につ
いては、総合事業の指定と、予防給付による指定の２つが効力を生じる。
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総合事業においては、高齢者の多様なニーズに対応した多様なサービスが市町村ごと展開され、指定事業者の基準や
サービス単価、利用者負担についてはその内容に応じて市町村が定めることが原則であるが、

そのうち、総合事業に係るみなし指定を受けた事業者が提供するサービスの基準やサービス単価、利用者負担割合に
ついては、国が定めたものを勘案して市町村が定めるものとする予定である。

なお、国が定める具体的な基準やサービス単価、利用者負担割合については予防給付によるものを踏まえた内容とする
予定である（平成27 年度介護報酬改定等の改定についても反映する予定である）。

また、当該事業者について、平成30 年４月１日（※）以降も事業を継続する場合には、市町村から総合事業の指定の更
新を受ける必要がある。
※みなし指定の有効期間を市町村が独自に定める場合は、当該期間の満了日以降。

みなし指定事業者の基準やサービス単価、利用者負担
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みなし指定の効力の範囲
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総合事業に係るみなし指定は、現行の予防給付の指定からの円滑な移行のため、全市町村に効力が及ぶこととされてい
る。

このため、市町村において、国の定める有効期間、基準等と異なる取扱いをする場合は、事前に当該市町村の区域内に
所在する事業所だけではなく、当該市町村の被保険者が利用している当該市町村の区域外の事業所に対しても周知す
る等、総合事業によるサービスが円滑に提供されるよう周知等を行うことが適当である。

総合事業に係るみなし指定の有効期間が満了し、更新を行う場合は、その効力は、各市町村の区域内においてその効
力が及ぶため、事業所が所在している市町村（Ａ市町村）以外の市町村（Ｂ市町村）の被保険者が利用している事業所に
ついては、Ａ市町村の指定更新とともに、Ｂ市町村の指定更新が必要となる。

なお、総合事業について、実施を猶予して平成27 年４月から実施しない市町村も想定されるところであるが、医療介護総
合確保推進法においては、そのような市町村においても総合事業に係るみなし指定の効力は生じる。

※予防給付の介護予防訪問介護等に係る指定介護予防サービス事業者による指定については、平成27 年４月以降で

あっても新たな指定や更新を受けることは可能である。ただし、その場合にあっては、総合事業に係るみなし指定の対象
とならない。
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市町村の裁量による指定・指定拒否について
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給付に係る事業者の指定においては、基準について遵守してサービスを提供できる者と認められる場合にあっては原則
指定することと取り扱われている。

しかし、総合事業は、市町村が地域の実情に応じて要支援者等に対する多様な支援の形を作っていくものであり、また、
委託等による事業実施の一類型として指定の仕組みが位置づけられるものであることなどから、市町村の指定について
裁量が認められる幅は広いことを想定している。

市町村はその事業者の指定申請に対しては、公正な手続等に留意しつつ、例えば、公募等により、既存のサービスの量
の兼ね合いを踏まえつつ、市町村による介護保険の運営において適切と認められる事業者に限って指定し、又は要綱に
規定された計画量を超える場合などは指定を行わないなどの取扱いも考えられる。
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包括的支援事業の機能強化
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２０１５年法改正の重要テーマ（２）

デイサービス事業の“激変”
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「地域包括ケアシステムの構築における今後の検討のた
めの論点」より（by三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）

（１）通所介護の一日あたりの介護報酬には、移送サービス分を含んでおり、また介護老人福祉施設では、
居住費が別途請求されているとはいえ、一日あたりの介護報酬は、通所介護の方が介護老人福祉施設と
比べ高額となっている。介護保険料の引き上げが続く中、主に日中のレスパイト機能を提供する通所介護
に対して施設より高額の費用を投じることの是非について、改めて検討する必要があるのではないだろう
か。

（２）通所介護については、その機能に着眼し、預かり機能（レスパイト）に特化したサービス、機能訓練を

中心とした自立支援の要素の強いサービス、専門性を持って認知症ケアに特化したサービス、ナーシング
機能を持つサービス、等に分類・整理することができるのではないだろうか。

（３）前述の通所介護の機能に着目した区分に基づき、それぞれのサービスが報酬に見合ったサービスを
提供しているか、あるいは「サービスの提供に専門性を必要とするか」といった視点から、介護報酬にメリ
ハリをつけることについて、検討すべきではないだろうか。

（４）比較的高額の基礎的な介護報酬点数に、個別の機能を加算によって評価する現行の報酬体系を改

め、すべての機能区分に共通している預かり（レスパイト）機能部分を薄く報酬で評価した上で、専門性の
高い機能をより高く評価するといった介護報酬の仕組を採用することについて検討すべきではないだろう
か。
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小規模型デイの移行
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小規模デイの基準変更

介護報酬上の小規模型通所介護費の対象となる小規模な通所介護事業所については、少人数で生活圏
域に密着したサービスであることから、地域との連携や運営の透明性の確保が必要であり、また、市町村
が地域包括ケアシステムの構築を図る観点から整合性のあるサービス基盤の整備を行う必要がある。

このため、今回の改正法では、市町村が指定・監督する地域密着型サービスに位置づけたところである。

また、別途、小規模な通所介護事業所の移行先として、事業所の経営の安定性を図るとともに、柔軟な事
業運営やサービスの質の向上の観点から、人員基準等の要件緩和をした上で、通所介護（大規模型・通
常規模型）事業所のサテライト事業所に移行することや、小規模多機能型居宅介護の普及促進の観点か
らも小規模多機能型居宅介護のサテライト事業所に移行する選択肢を設けることとしているが、その具体
的な内容については、今後、社会保障審議会介護給付費分科会でご議論いただきながら、検討していくこ
ととしている。

現在の介護報酬上、小規模型通所介護費の対象となる小規模な通所介護事業所は、事業所における前
年度の一月当たりの平均利用延人員数が 300 人以内の場合であるが、地域密着型サービスとして位置

付ける際には、固定的な基準が必要なため、現行の小規模型通所介護費を算定している小規模な通所
介護事業所を位置づけることができる規模として、「通所介護のあり方に関する調査研究事業（平成 25 
年度老人保健健康増進等事業）」の調査結果も踏まえ、通所介護事業所の利用定員（当該通所介護
事業所において同時に指定通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限）が 18 人以下の
事業所を地域密着型通所介護とする予定である。

※平成26年7月28日全国介護保険担当課長会議資料より抜粋
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充実を図るべき通所介護の機能の方向性

平成25年度 通所介護のあり方に関する調査研究事業」より抜粋

Copyright(C) 2015. Ｔａｇ Co. Ltd. All rights reserved.



26

２０１５年法改正の重要テーマ（３）

費用負担の公平化
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論点１：2割負担の「一定以上所得者」基準
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論点２：高額介護サービス費の見直し
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論点３：補足給付の見直し
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論点4：第1号保険料の段階見直し
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（参考）第1号被保険者の保険料予測
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完全自動物価
スライド制？
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（参考）年金の今後～インターネットより抜粋～

受給期間の
短縮？
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２０１５年法改正の重要テーマ（４）

高齢者の住まい
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特養の今後

※平成25年度介護保険部会資料より抜粋
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サ高住の“住所地特例の壁”解消へ
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２０１５年法改正の重要テーマ（５）

介護職員の処遇改善
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2015年法改正による処遇改善施策
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２０１５年法改正の重要テーマ（６）

各サービス毎の報酬改定
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（番外編）重要テーマ

産業界（≠福祉業界）からの
提起
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経済財政運営と改革の基本方針2015より

（介護報酬・診療報酬等）
平成27年度介護報酬改定においては、社会福祉法人の内部留保の状況を踏まえた適正化を行いつつ、
介護保険サービス事業者の経営状況等を勘案して見直すとともに、安定財源を確保しつつ、介護職員の
処遇改善、地域包括ケアシステムの構築の推進等に取り組む。障害福祉サービス等報酬改定についても
同様に取り組む。
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「日本再興戦略」改訂2015より（１）
（１）居住系介護施設待機者の解消に向けた適切な介護サービス提供体制の構築
来年度に予定されている市町村の「介護保険事業計画」や都道府県の「介護保険事業支援計画」の策定
に向け、市町村が居住系介護施設を含めた介護サービスについて、適切なサービス量を見込むことなど
地域の実情に即した計画策定を行えるよう、地域の課題やニーズ等を把握し分析するための支援ツール
の提供や、他の都道府県・市町村の統計データ等を比較・分析できる仕組みを構築するなどにより、支援
を行う。

（２）大都市圏の高齢化に伴う医療・介護需要への対応
大都市圏の高齢者数の急増に伴う医療・介護需要の増大に対して対応可能な都市型モデル（広域単位
での連携、在宅医療・介護の推進等）を構築するべく、首都圏の自治体と連携しながら、需要推計及び
対応策について来年度末までに検討を行い、所要の措置を講ずる。

（３）看護師・薬剤師等医師以外の者の役割の拡大
看護師、介護福祉士、薬剤師などの医師以外の者が携わることができる業務の範囲の在り方について
検討し、結論を得た上で必要に応じて年内に所要の措置を講ずる。

（４）医療・介護のインバウンド・アウトバウンドの促進（抜粋）
高齢化対策に関する政府間の政策対話等を通じて、介護事業者の積極的な海外展開に資する必要な
支援を講ずる。

（５）健康・医療分野におけるICT化に係る基盤整備
健康・医療戦略推進本部が中心となり、IT総合戦略本部や関係府省と連携し、医療・介護・健康分野の
デジタル基盤の構築を図る。
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「日本再興戦略」改訂2015より（２）

（５）個人・保険者・経営者等に対する健康・予防インセンティブの付与
個人、保険者に対する健康増進、予防へのインセンティブを高めるため、以下の保険制度上の対応など、
所要の措置を来年度中に講ずることを目指す。

・個人に対するインセンティブ
医療保険各法における保険者の保健事業として、ICTを活用した健康づくりモデルの大規模実証成果も
踏まえつつ、一定の基準を満たした加入者へのヘルスケアポイントの付与や現金給付等を保険者が選択
して行うことができる旨を明示し、その普及を図る。あわせて、個人の健康・予防に向けた取組に応じて、
保険者が財政上中立な形で各被保険者の保険料に差を設けるようにすることを可能とするなどのインセン
ティブの導入についても、公的医療保険制度の趣旨を踏まえつつ検討する。

・保険者に対するインセンティブ
後期高齢者医療への支援金の加算・減算制度について、保険者の保健事業の取組に対するより一層の
効果的なインセンティブとなるよう、関係者の意見や特定健診・保健指導の効果検証等を踏まえ具体策を
検討する。
特定健診・特定保健指導の項目の在り方等について、科学的な知 見・データの検証を進め、その結果を
踏まえ検討を行う。

このほか、経営者等に対するインセンティブとして、以下のような取組を通じ、健康経営に取り組む企業が、
自らの取組を評価し、優れた企業が社会で評価される枠組み等を構築することにより、健康投資の促進が
図られるよう、関係省庁において年度内に所要の措置を講ずる。
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「日本再興戦略」改訂2015より（３）

・ 健康経営を普及させるため、健康増進に係る取組が企業間で比較できるよう評価指標を構築するととも
に、評価指標が今後、保険者が策定・実施するデータヘルス計画の取組に活用されるよう、具体策を検討

・ 東京証券取引所において、新たなテーマ銘柄（健康経営銘柄（仮称））の設定を検討

・ 「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」やCSR報告書等に「従業員等の健康管理や疾病予防等に
関する取組」を記載

・ 企業の従業員の健康増進に向けた優良取組事例の選定・表彰 等来年度に予定されている市町村の
「介護保険事業計画」や都道府県の「介護保険事業支援計画」の策定
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日本版ＩＮＨ（非営利地域医療介護福祉事業体）の行方は？
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確認：事業者に訪れる未来

◆

◆

→社会保障財源逼迫による基礎報酬減の可能性
→消費税高騰による経費増
→社会保険負担増による人件費増
→処遇改善促進による人件費増（⇔職員の経済環境変化）
→利用者・家族の経済環境変化（≒家計圧迫≒利用控え）
→介護保険料の増額
→利用者負担の見直し
→日常生活経費の増大
→年金の将来？

→介護予防の未来
→デイ（特に小規模）の構造改革
→規制緩和⇔合併・一体化・アライアンス

利益圧迫

ビジネスモデル革新の必要性
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第二部

“生き残り”をかけた
介護経営のポイントとは

～これからの１０年を乗り越えるための経営戦略～
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“生き残り・勝ち組事業者”になるためのキーワード

パラダイムシフト

経営効率

イノベーション 原点回帰
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“ビジネスモデル（アイデア）”不変の鉄則

Copyright(C) 2015. Ｔａｇ Co. Ltd. All rights reserved.

経営効率
向上

加算の積極取得 事業拡大

既存資源の活用
（レバレッジ）

コストダウン
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※日本経済新聞より

この事例から何を学ぶか？（１）-①
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この事例から何を学ぶか？（１）-②
相応の経営資源を保有している企業が、魅力あるビジネスを見つけてきて
フランチャイジーとなり、事業展開・拡大することは、

自らの新規事業の成功確率を高め、時間を節約する手段としてフランチャイザーを
活用していることになる。

巨大メーカーが優れた技術を保有する個人や中小企業に特許料（ライセンスフィー）
を支払って製品を製造し、販売して収益をあげるのと何の変わりもない。

自社で開発できればそれでよいが、そうでなければ他社から魅力的なアイデアを
調達してビジネスに勝利するというだけのことである。

技術の場合は特許によって保護されているために、その中身と価値が公になって
いるが、ビジネスアイデアは、ほとんどの場合ノウハウとして秘匿されており、
公開されていない。

したがってフランチャイジーとして加盟料やロイヤルティを支払って取得するだけの
ことである。

「メガフランチャイジー戦略」より抜粋（一部変更）
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この事例から何を学ぶか？（２）ｰ①
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この事例から何を学ぶか？（２）-②
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この事例から何を学ぶか？（２）-③
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×

見える部分だけに手を加えるのではなく。。。

サンクコスト（＝沈んだコスト）にも着目し、徹底的に洗い出す！

Copyright(C) 2014. Ｔａｇ Co. Ltd. All rights reserved.

戦略的コストダウン（➡投資）“仕組みで下げる”コストダウン
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戦略的コストダウン（➡投資）

社会保険料 賃料

廃棄物処理 通信コスト

口座振替

保険見直し

“仕組みで下げる”コストダウン
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この事例から何を学ぶか？（３）-①
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※インストアメディア社HP
より

この事例から何を学ぶか？（３）-②
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この事例から何を学ぶか？（４）-①
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この事例から何を学ぶか？（４）-②



60

Copyright(C) 2015. Ｔａｇ Co. Ltd. All rights reserved.

この事例から何を学ぶか？（５）-①
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この事例から何を学ぶか？（５）-②
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この事例から何を学ぶか？（５）-③
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この事例から何を学ぶか？（６）-①
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この事例から何を学ぶか？（６）-②
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この事例から何を学ぶか？（７）-①
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この事例から何を学ぶか？（７）-②
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“今だからこそ”心に据えるべき言葉

企業の社会貢献活動が、
企業収益という点からみて正しいかどうか

という議論は、既に終わりました。
それは、市場が証明しています。

この問題は社会にとって重要なのです。

Byロシェル・ラザルス(CECP理事)
～「世界を変えるビジネス」より抜粋～

市場は、企業が善良な市民かどうかを
重視しています。
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商品やサービス内容だけでなく、
利用前段階から信頼感を醸成し、
「この会社に是非お願いしたい！」

と思っていただく。

（=オンリーワンブランド戦略）
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介護事業者の「原点回帰」（でもパラダイムシフト）
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ご利用者

ご家族

ご紹介者
（包括・ケアマネ

etc）

地域住民

自治体

ボランティア

協力会社

求職者

Web
サイト

SNS

ﾑｰﾋﾞｰ

パンフ
レット

ﾎﾟｽﾀｰ

文房具
（備品）

施設
ﾌｧｻｰﾄﾞ

イベント

法人
独自の

メッセージ

“信頼・オンリーワンブランド戦略”具体策
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法人独自のメッセージとは何か

想い・志を「明確化」

提供価値・強みを
「明確化」

事実・証拠・データにより
想い・志・提供価値・強み
を「見える化」
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勝ち組！

最後に：“介護経営”不変の鉄則

集客力 現場力

ビジネスモデル
（アイデア）
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勝ち組！

“ビジネスモデル（アイデア）”不変の鉄則

地域のニーズ
・ウォンツ

国のニーズ
・ウォンツ

顧客のニーズ
・ウォンツ
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